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自　平成30年 4月 1日

至　平成31年 3月31日

決　算　報　告　書 

ＪＡＧ国際エナジー株式会社

（ ）



金　　　額 金　　　額

（ 資 産 の 部 ） 円 （ 負 債 の 部 ） 円

 流　動　資　産 2,729,648,928 2,182,625,048

現 金 及 び 預 金 414,700,762 買 掛 金 323,041,946

売 掛 金 1,076,719,133 短 期 借 入 金 300,000,000

リ ー ス 債 権 64,755,455 関 係 会 社 短 期 借 入 金 130,000,000

前 渡 金 161,525,160 一 年 内 返 済 長 期 借 入 金 145,704,000

前 払 費 用 113,239,121 未 払 金 114,468,127

未 収 入 金 145,484,148 未 払 費 用 20,799,148

そ の 他 763,004,831 未 払 法 人 税 等 20,603,700

貸 倒 引 当 金 △ 9,779,682 前 受 金 603,276,245

預 り 金 49,561,041

賞 与 引 当 金 135,312,093

そ の 他 339,858,748

 固　定　資　産 16,812,829,876  固  定　負　債 11,082,191,131

  有 形 固 定 資 産 6,598,352,563 長 期 借 入 金 2,161,042,000

建 物 及 び 構 築 物 1,134,205,275 関 係 会 社 長 期 借 入 金 8,063,000,000

機 械 装 置 225,642,707 長 期 未 払 金 9,061,964

器 具 及 び 備 品 5,287,110 繰 延 税 金 負 債 3,714,089

土 地 4,750,448,396 退 職 給 付 引 当 金 20,250,240

建 設 仮 勘 定 482,769,075 資 産 除 去 債 務 15,695,700

預 り 保 証 金 809,427,138

  無 形 固 定 資 産 84,235

ソ フ ト ウ ェ ア 84,235

  投資その他の資産 10,214,393,078

投 資 有 価 証 券 95,550,000 負 債 合 計 13,264,816,179

関 係 会 社 株 式 918,566,307 （ 純 資 産 の 部 ）

出 資 金 7,514,819,203  株 　主　 資　 本 6,277,662,625

長 期 貸 付 金 4,824,694   資　  本 　 金 100,000,000

差 入 保 証 金 505,580,508   資 本 剰 余 金 3,730,378,347

長 期 前 払 費 用 2,883,008 資 本 準 備 金 171,500,000

リ ー ス 債 権 1,173,654,204 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,558,878,347

そ の 他 の 投 資 3,276,435   利 益 剰 余 金 2,447,284,278

貸 倒 引 当 金 △ 4,761,281 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,447,284,278

繰 越 利 益 剰 余 金 2,447,284,278

純 資 産 合 計 6,277,662,625

19,542,478,804 19,542,478,804

(1)

 貸 　借　 対 　照　 表 

(平成31年3月31日現在)

科       目

 流　動　負　債

負 債・純 資 産 合 計資 　 産　  合 　 計

科       目



円 円

6,872,065,110       

5,097,755,218       

1,774,309,892

1,226,961,588       

547,348,304

3,665,802           

受 取 配 当 金 6,000               

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 55,000              

8,078,082           

11,804,884          

345,346,150         

1,702,154           

-                   

347,048,304         

212,104,884

1,615,890,108       

-                   1,615,890,108       

381,483             

-                   

381,483             

1,827,613,509

39,664,489          

△ 248,988 39,415,501 

1,788,198,008

(2)

特 別 利 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

そ の 他 特 別 損 失

特 別 損 失

経 常 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

固 定 資 産 売 却 益

支 払 利 息

営 業 外 費 用

売 上 総 利 益

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 の 営 業 外 収 益

為 替 差 損

固 定 資 産 除 却 損

営 業 利 益

受 取 利 息

そ の 他 特 別 利 益

 損 　益 　計 　算 　書 

自　平成30年 4月 1日
至　平成31年 3月31日

科　　　　　　目 金　　　　　　額

営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価

売 上 高



利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成30年3月31日残高 100,000,000 171,500,000 3,558,878,347 3,730,378,347 766,086,270 4,596,464,617 4,596,464,617 

事業年度中の変動額

新株の発行 - - - - - - - 

吸収合併 - - - - - - - 

減資 - - - - - - - 

剰余金の配当 - - - - △107,000,000 △107,000,000 △107,000,000 

当期純利益 - - - - 1,788,198,008 1,788,198,008 1,788,198,008 

事業年度中の変動額合計 - - - - 1,681,198,008 1,681,198,008 1,681,198,008 

平成31年3月31日残高 100,000,000 171,500,000 3,558,878,347 3,730,378,347 2,447,284,278 6,277,662,625 6,277,662,625 

(
3
)

 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

（単位：円）

資　本　金
資本準備金

純資産合計株主資本
合　　計

自　平成30年 4月 1日
至　平成31年 3月31日

資本剰余金合計その他資本剰余金

資本剰余金

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

 (１) 資産の評価基準及び評価方法

　　 有価証券の評価基準及び評価方法

…

 (２) 固定資産の減価償却方法
…

 (３) 引当金の計上基準
…

…

…

…

 (４) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準は、工事の進行途上においても、その進捗部分について成果の確実性が認められる

請負契約については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、それ以外の請負契約については工事完成基準を

適用しております。

（６）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

２．株主資本等変動計算書の注記

（１) 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

3,000 株

(4)

有 形 固 定 資 産
( リ ー ス 資 産 を 除 く ）

貸 倒 引 当 金 受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒れによる損失に備えるため、
一般債権については合理的に見積もった貸倒率による額を、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、次回賞与支給見込額のうち当事業
年度に対応する額を計上しております。

（５）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

受 注 損 失 引 当 金

　個　　別　　注　　記　　表　

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる
額を計上しております。数理計算上の差異については、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法によ
り翌期から費用処理しております。

移動平均法による原価法関 係 会 社 株 式

定率法を採用しております。ただし平成28年４月１日以後に取得した
建物、建物附属設備および構築物に係る減価償却方法は定率法から定
額法に変更しております。なお、耐用年数及び残存価額については、
法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

受注業務に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未完
成業務の損失見込額を計上しております。


